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改 訂 に あ た っ て 

 

 

本宮市は、平成１９年１月１日新市として誕生して以来、財政の健全化を目標の一つに

掲げておりました。このことから、平成２０年３月には「本宮市自主的財政健全化計画」

を策定し、これまで３度の見直しを行いながら、着実かつ確実に遂行しております。 

工業団地の債務償還についても、平成１９年から計画的な債務償還を行っており、さら

に平成３３年度から償還が始まる福島県振興基金からの３０億円の債務についても、繰り

上げ償還するなど、健全財政に向けた取り組みを着実に進めております。また、財政健全

化を示す指標の一つである「実質公債費比率」も平成２７年度決算で 11.1％となり、起

債許可団体ラインである 18％を下回る適正値を維持し、成果を上げています。 

今回策定した「本宮市自主的財政健全化計画第４次改訂版」においては、基本的な方向

性は堅持しながら、東日本大震災以降新たに整備された公共施設の維持管理経費や本宮駅

周辺等整備事業費、道路・橋りょうなどの老朽化に対応する各事業費、さらには平成２７

年度に策定した「住みたいふるさともとみや創生総合戦略」に基づく人口減少対策事業な

どを盛り込んだうえで、経済の動向、人口の推移を見ながら財政収支の見通しを立ててい

ます。 

今後、国における社会保障と税の一体改革による消費税の引き上げや社会保障制度改革

による市財政への影響が懸念されますが、財政の一層の健全化に努めながらも、本宮市第

１次総合計画の「定住促進につながる住みよいまちづくり」、「安心につながる災害に強い

まちづくり」、「東日本大震災・原子力災害からの復興」の３つの重要課題について、効果

的・効率的な事業の構築を図り、震災以前にも増して安心で豊かな暮らしの実現と、活気

と笑顔あふれる「まちづくり」に取り組んでまいります。 

結びに、市民、議会、行政が一体となって、本計画を着実に達成していきたいと考えて

おりますので、皆様方のご協力をよろしくお願い申し上げます。 

 

 

平成２９年 ３ 月  

            

本宮市長 高松 義行 
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1．財政健全化計画の改訂方針 

 

（１）計画改訂の趣旨    

本市では、平成２０年３月に「本宮市自主的財政健全化計画」を策定し、財政健全

化に向けた財政運営に努めてきました。 

   その後、景気の低迷による市税収入の減少や東日本大震災及び原子力発電所事故の

発生、さらには集中豪雨災害の発生など財政状況が変化する中で、その都度計画の見

直しを行いながら財政運営を行ってきました。現在のところ、計画的な事業の実施、

新たな借り入れの抑制を図るなどして、本市の財政状況は着実に健全化へ向かって来

ています。 

しかしながら、第３次改訂版策定から３年が経過する中で、東日本大震災以降新た

に整備された公共施設の維持管理経費の発生や本宮駅周辺等整備事業の見直しなど

により、財政を取り巻く状況が大きく変化しています。また、「住みたいふるさとも

とみや創生総合戦略」にも位置づけられている定住促進事業、子育て支援事業等を盛

り込み、効率的で持続可能な財政運営を図るために、新たな財政収支の見通しとなる

「本宮市自主的財政健全化計画 第４次改訂版」を策定することとしました。 

 

（２）改訂の基本的な視点 

○  人口推計を見直しました。 

 

○ 「本宮市自主的財政健全化計画 第３次改訂版」の基本的な考え方を継承し、推

計しています。 

 

○  平成２６年度及び２７年度の決算額、平成２８年度の決算見込額を勘案し、後

年度の増減を見込み、推計しました。 

 

○ 既に組み込まれている事業の規模や実施時期の見直し、また、大規模な普通建

設事業など、新たな財政需要を見込みました。 

 

○  消費税率改定の影響を計画に含めました。 

 

○ 震災関連施設等を含む公共施設の維持管理にかかる経費を見込みました。 
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（３）計画期間 

計画期間は、工業等団地借入金の償還計画※を見据え、平成１９年度から平成３２

年度までの１４年間とします。 

なお、本計画期間満了後は、平成３３年度以降の中長期的な財政の見通しを立てる

ため、（仮称）財政運営計画を策定することとします。 

 

≪改訂の経緯≫ 

平成１９年度に初版計画を策定し、平成２０年度には「本宮市第１次総合計画」の

策定と合わせ第１次改訂版を策定しました。その後、３ヵ年ごとに見直しを行うロー

リング方式を基本とし、平成２２年度に第２次改訂版を、平成２５年度には第３次改

訂版を策定、そして今回、財政収支の見直しを行い第４次改訂版を策定しました。 

 

全体計画期間 ： 平成１９年度～平成３２年度（１４年間） 

 （第１次改訂版による計画期間：平成２１年度～平成３２年度） 

 （第２次改訂版による計画期間：平成２３年度～平成３２年度） 

 （第３次改訂版による計画期間：平成２６年度～平成３２年度） 

（第４次改訂版による計画期間：平成２９年度～平成３２年度） 

 

≪ローリング・スケジュール≫ 

区分       年度 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32

第１次 

ローリング 

実施年度  ○             

計画期間               

第２次 

ローリング 

実施年度    ○           

計画期間               

第３次 

ローリング 

実施年度       ○        

計画期間               

第４次 

ローリング 

実施年度          ○     

計画期間               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 工業等団地借入金の償還計画：県土地開発公社（金融機関分）からの借入金のうち、県からの支援金による

30億円を返済した残りの分は、平成 32年度までに完済予定です。また、県か

ら支援を受けた 30億円については、平成 33年度以降 44年度までに償還する

こととなります。 
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２．財政健全化計画の重点目標 

 

本計画では、次の３項目の実現を重点目標とします。 

 

 

 

（１）住民サービスの維持向上と産業の振興 

高齢者対策や子育て支援などの住民サービスの維持向上と農業・商工業の振興を図

るため、次の事業について継続して実施します。 

 

≪主な内容≫  

分  野 
実 施 内 容 

事 業 名 等 事 業 の 説 明 

教   育・ 

子育て支援 

保育所・幼稚園保育料助成事業 
 保育所及び幼稚園保育料を助成する。 

（平成 26年度～平成 31年度） 

子ども医療費助成事業   
 乳幼児から高校生相当の子どもの医療費のうち保険

診療個人負担分を全額公費負担する。 

放課後児童健全育成事業 
就労等により放課後児童の保育ができない保護者に

代わり、放課後児童クラブで児童を保育する。 

延長保育事業 
勤務形態の多様化に伴い、午後 7 時まで保育時間を

延長して保育を行う。 

（全ての市立保育所において実施） 

一時保育事業 

保護者の疾病・事故または育児等に伴う心理的・肉

体的負担の解消を図るため、緊急・一時的に保育が必

要となる幼児の保育を行う。 

（五百川幼保総合施設において実施） 

預かり保育事業 
幼稚園の教育時間以外の時間帯に家庭での保育が困

難な園児について保育を行う。 

（全ての市立幼稚園において実施） 

妊産婦健康管理事業 
歯科検診を含む妊婦健康診査費用を全額公費負担す

る。また、特定不妊治療費の助成を行う。 

地域子育て支

援拠点事業 

ひろば型 
乳幼児を持つ子育て中の親子が気軽に集える場とし

て「つどいの広場」を開設する。 

センター型 
 地域の子育て世帯が集う拠点機能を五百川幼保総合

施設に整備し子育てのさまざまな活動を支援する。 

家庭児童相談員設置運営事業 
 家庭における適正な児童養育、その他児童の福祉向

上を図るための相談、指導及び援助を行うため、家庭

児童相談員を配置する。 

スクールソーシャルワーカー配

置事業 

 不登校、いじめなどを含め児童生徒等の背景にある

様々な環境への働きかけや関係機関との調整を行うた

め、スクールソーシャルワーカーを配置する。 

● 住民サービスの維持向上と産業の振興 

● 借入金の適正額までの早期低減 
● 「基本計画事業」等の計画的実施 
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分  野 
実 施 内 容 

事 業 名 等 事 業 の 説 明 

教   育・ 

子育て支援 

放課後子ども教室推進事業 
 子どもたちの安全・安心な居場所づくりとして、市

内７小学校区に放課後子ども教室（遊友クラブ）を開

設する。 

ファミリー・サポート・センター

事業 

仕事と家庭の両立や安心して子育てができる環境整

備と、ファミリー・サポート・センター事業の円滑な

運営に資するため、市内において取り組む団体の活動

を通じて実施する。 

高 齢 者・ 

障害者福祉 

高齢者住宅改修支援事業 
65 歳以上の高齢者のいる世帯（介護保険認定者を除

く）に対し、介護予防のための工事を行う場合、改修

費用を助成する。（平成 24年度より実施） 

ふれあいプラザ等入浴料の軽減  入浴料を60歳以上100円、小学生以下を無料とする。

重度障がい者等タクシー料金助

成事業 

重度心身障がい者等が通院や外出する際のタクシー

料金の一部を助成する。 

重度心身障がい児通学支援事業 
重度心身障がい児が特別支援学校に通学する手段を

確保するとともに、保護者が送迎する場合の負担軽減

を図る。 

健康増進 

生徒・児童・園児等の健康づくり

推進事業 

 学校等で実施する、生徒・児童・園児等の健康づく

りの取組みを支援する。 

一般健康診査等の個人負担の軽

減 

 生活習慣病の予防のため、受診率向上対策として、

特定の年代等の個人負担を軽減する。 

後期高齢者健康診査の公費負担 
 生活習慣病予防対策として、基本健康診査を公費負

担で実施する。 

任意予防接種費助成事業 

罹患率の高い疾病の発症及び重症化を予防するため、

ワクチン接種費用を助成する。（インフルエンザワクチ

ン、おたふくかぜワクチン、成人の風しん抗体検査・

風しんワクチン、ロタウィルスワクチン） 

公共交通 地域公共交通運行支援事業 
市民の日常生活に必要な交通手段として、市内巡回

バスの運行、デマンドタクシーの運行、乗合バスの運

行を支援する。 

環境保全 
太陽光発電システム設置支援事

業 
住宅への太陽光発電システム設置者へ支援を行う。 

産業振興 

特産作物振興対策事業 
土地利用型作物導入を図り、地域特性を生かした農

業振興へ資するための苗・種子購入の初期投資に要す

る経費を補助する。 

農産物等販路拡大事業 
農産物等を主体とした市の特産物の販路を首都圏中

心に拡大し、農業等の活性化を図る。 

商工業振興団体支援事業 
商工業の振興及び地域商店街等の活性化を図るた

め、商工会等の事業を支援する。 

観光関係団体運営支援事業 観光振興のため本宮市観光物産協会等の支援を行

う。 
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（２）借入金の適正額までの早期低減 

本市の借入金は、平成１９年度末で約 353 億円でありましたが、平成２８年度末で

約 264 億円となる見込みです。今後さらに計画的な償還を図るとともに、新たな起債

は必要最小限に抑えることにより、平成３２年度までには、約 234 億円に低減するこ

ととします。 

≪地方債※1・債務負担行為※2残高の推移≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
[単位：百万円] 

・ 平成１９年度から２７年度は決算額、平成２８年度以降は計画額としています。 

・ 上記表の金額は、地方債においては元金、債務負担行為においては元利金となっています。 

・ 表示単位未満の端数処理の関係で合計が一致しない場合があります。 

※1 地 方 債：市町村が行う長期の借入金で、政府や地方公共団体金融機構、または銀行など民間資金から借

入を行い、生活関連施設の整備や都市基盤、教育・文化施設の建設のための財源とされる。ま

た、地方債を起こすことを起債という。 

※2 債務負担行為：履行された債務について、その翌年度以降に支出を行う行為で、単年度予算の原則の例外のひ

とつ。また、債務負担行為は、事業、期間、限度額について予算の内容のひとつとして定める

必要がある。 

区分     年度 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 

普 通 会 計 15,358 14,719 14,110 13,874 14,129 14,043 14,448

 
地方債現在高 13,677 13,360 13,020 13,031 13,508 13,591 14,158

債務負担行為額 1,681 1,359 1,089 843 621 452 289

特 別 会 計 19,975 18,939 17,835 16,556 15,582 14,490 13,370

 
地方債現在高 10,629 10,213 9,730 9,372 9,141 8,792 8,417

債務負担行為額 9,346 8,726 8,106 7,183 6,440 5,698 4,954

合    計 35,333 33,657 31,945 30,429 29,711 28,533 27,818

区分     年度 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

普 通 会 計 15,046 15,393 15,687 15,467 16,284 16,577 16,214

 
地方債現在高 14,829 15,229 15,562 15,377 16,224 16,540 16,189

債務負担行為額 217 164 125 91 60 37 25

特 別 会 計 12,312 11,591 10,705 9,849 8,965 8,126 7,214

 
地方債現在高 8,101 7,974 7,681 7,418 7,127 6,881 6,563

債務負担行為額 4,211 3,617 3,024 2,431 1,838 1,244 651

合    計 27,357 26,984 26,392 25,317 25,249 24,703 23,428
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（３）「基本計画事業」等の計画的実施 

合併協議の中で基本計画事業または構想事業に位置づけされた事業、さらには新規

の普通建設事業等については、事業費の適正化・平準化の観点から検討を加え、計画

的に実施します。 

計画期間中において、事業が実施された、または、実施中及び実施が予定されてい

る主な事業は、次のとおりです。 

 

 ≪主な事業と内容≫                          [単位：百万円] 

分 

野 

事  務  事  業 実施期間 

（計画期間） 
上段：第 3次改訂版 

下段：第 4次改訂版 

｛ ｝内は全体計画期間

総事業費 

（予定額） 
上段：第 3次改訂版

下段：第 4次改訂版

｛ ｝内は総事業費

事 業 名 事 業 内 容 

道路・橋梁、河川等関係 

 

堀切・赤坂線整備 

事業 

名郷橋架け替え 

L＝498m C＝5.5(9.25)m 

（Ｈ17～26）  （1,152）

Ｈ17～26 

（事業完了） 
1,130 

大山・松沢線整備事

業（安達太良ドリー

ムライン） 

[和田工区、根岸・馬

場工区] 

幹線道路の整備 

L＝780m W＝6(10)m 

改良舗装工事・橋梁整備１箇所 

（Ｈ16～25）  （596）

Ｈ16～25 

（事業完了） 
595 

大山・松沢線整備事

業（安達太良ドリー

ムライン） 

[長屋平・高槻工区] 

幹線道路の整備 

L=1,400m W=6(10)m  

改良舗装工事 

（H25～30）  （331）

H25～32 

｛H25～34｝ 

257 

｛346｝

菅田橋整備事業 

（二本松市との共同

事業） 

菅田橋整備 除石・江口線 

L＝148.5m W＝6(10)m 

下部工（橋台 2 基 橋脚 2基） 

上部工（一式） 

取付道路 L＝459.5m 

（Ｈ14～25）  （751）

Ｈ14～25 

（事業完了） 
749 

生活道路整備事業 

一般市道の整備 

白沢地区 34 路線 L＝12,515m 

本宮地区 76 路線 L＝16,402m 

（Ｈ19～32）  （679）

Ｈ19～32 856 

道路台帳統合事業 

・路線の見直し、道路台帳図面統合

・本宮地区農道の市道認定整備、調

書統合、道路網検索システム設定、

道路管理システム費 

Ｈ21～23 

（事業完了） 
20 

－ － 

沢目・愛宕線整備 

事業 

幹線道路の整備 

L＝683.5m W＝6m 

（Ｈ21～25） （123）

Ｈ21～25 

（事業完了） 
123 
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分 

野 

事  務  事  業 実施期間 

（計画期間） 
上段：第 3次改訂版 

下段：第 4次改訂版 

｛ ｝内は全体計画期間

総事業費 

（予定額） 
上段：第 3次改訂版

下段：第 4次改訂版

｛ ｝内は総事業費

事 業 名 事 業 内 容 

 

橋りょう維持事業 
老朽化した橋りょうの修繕 5橋 

橋りょう定期点検 46 橋 

（Ｈ25～32） （211）

H25～32 615 

甲斐２号線整備事業 

本宮第二中学校グラウンド整備に

伴う甲斐２号線の整備 

  L=110ｍ  W=5.5ｍ 

（Ｈ26～28） （58）

H26～29 62 

社会資本整備総合交

付金事業 

（旧 まちづくり交

付金事業） 

道路整備・地域生活基盤施設・高次

都市施設（複合施設）整備事業 

Ｈ19～24 

（事業完了） 
999 

－ － 

阿武隈川本築堤関連

社会資本整備総合交

付金事業（都市再生

整備事業） 

道路改良事業 

サイン整備事業 

ポケットパーク整備事業 

（Ｈ27～32） （174）

Ｈ29～32 

｛Ｈ29～33｝ 

18 

｛23｝

都市計画道路 

本宮停車場・中條線

整備事業 

県が実施する街路事業（本宮停車

場・中條線）の一部負担 

（Ｈ25～31） （50）

Ｈ25～31 50 

駅周辺等整備事業 

・本宮駅周辺東西アクセス整備事業

本宮駅東西自由通路整備 

  地域交流センター整備 

本宮駅西口広場整備 

本宮駅舎改築 等 

・五百川駅前広場整備事業 

（Ｈ25～31） （2,026）

Ｈ25～32 2,919 

まちづくり道路整備

事業 

・市道万世・中條線改良事業 

  用地補償・改良工事 

   L=85ｍ  W=8.5ｍ 

・市道下町・小幡線改良事業 

  用地補償・改良工事 

   L=111ｍ  W=8.5ｍ 

（Ｈ25～28） （186）

Ｈ25～32 286 

上ノ橋先線道路整備

事業 

上ノ橋架け替えに合わせた先線{赤

木地内～（主）本宮・三春線}の整

備 

  L=570ｍ   

（Ｈ26～29） （554）

Ｈ26～32 

｛Ｈ26～35｝ 

163 

｛555｝
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分 

野 

事  務  事  業 実施期間 

（計画期間） 
上段：第 3次改訂版 

下段：第 4次改訂版 

｛ ｝内は全体計画期間

総事業費 

（予定額） 
上段：第 3次改訂版

下段：第 4次改訂版

｛ ｝内は総事業費

事 業 名 事 業 内 容 

 

【新規】 

中ノ宮・岩田線整備

事業 

通学路整備事業 中ノ宮・岩田線全

体延長 

L=586.4ｍ 

－  － 

Ｈ25～32 128 

農業関係 

 

農山漁村活性化プロ

ジェクト支援交付金

事業 

花実の里「福舞里」プラン実現のた

め農業振興及び地域の活性化を目

指す事業 

畑地３団地、基盤整備事業 

(Ｈ18～25) (108)

Ｈ18～25 

（事業完了） 
107 

経営体育成基盤整備

事業 

長屋地区区画整理、用排水路・暗渠

工、換地 

Ｈ16～21 

（事業完了） 
24 

－ － 

老朽ため池整備事業

（岩根大池） 

H20：県単調査設計事業 

H22：事業採択申請 

H23～28：堤体改修工事 

（Ｈ20～27） (54)

Ｈ20～28 71 

（県営）ため池整備

事業（長屋滝池） 

H25：県単調査設計事業 

H26：事業採択申請 

H27～31：堤体改修工事 

（Ｈ25～29） (27)

H25～31 37 

【新規】 

（県営）ため池等整

備事業（岩根水路橋）

H27：調査設計事業 

H28：事業採択申請 

H29～32：水路橋改修工事 

－  － 

Ｈ27～32 30 

【新規】 

（県営）ため池等整

備事業（熱海地区水

利施設整備事業） 

県が実施する熱海地区水利施設の

堰・護岸等補修工事の一部負担。 

－  － 

Ｈ31～32 11 

林道整備事業（林道

高松線舗装整備事

業） 

林道高松線舗装工事 

 L=700ｍ  W=3.5ｍ 

（Ｈ26～28） (56)

Ｈ27～29 31 

【新規】 

畜産施設管理事業 

本宮堆肥センターと白沢有機セン

ターの施設及び車輌の老朽化、糞尿

処理等の課題改善に取り組み、施設

運営の健全化を図る。 

－  － 

Ｈ27～32 83 
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分 

野 

事  務  事  業 実施期間 

（計画期間） 
上段：第 3次改訂版 

下段：第 4次改訂版 

｛ ｝内は全体計画期間

総事業費 

（予定額） 
上段：第 3次改訂版

下段：第 4次改訂版

｛ ｝内は総事業費

事 業 名 事 業 内 容 

 

【新規】 

森林保全事業（ふく

しま森林再生事業） 

原発事故以降、放射性物質の影響に

より整備されていない森林を、間伐

によって再生を図る。 

－  － 

Ｈ27～30 301 

商工観光関係 

 
本宮市工業等団地企

業立地事業 

・本宮市工業等団地第６工区 

  雨水幹線等整備工事 

  新介・恵向線道路工事 等 

・第１０工区道水路等整備工事 

・新規工業団地 

（Ｈ23～26） （322）

Ｈ23～27 352 

教育施設関係 

 

本宮小学校改築・大

規模改造事業 

H19：第 2 校舎耐震補強大規模改

造工事 

H20：第 1校舎解体、新校舎建設 

H21：新校舎建設、第 3校舎解体、

外構工事 

H22：低学年用グラウンド整備、

外構工事 

Ｈ18～22 

（事業完了） 
1,209 

－ － 

岩根小学校整備事業 

岩根小学校の児童数急増に対応す

るための校舎増築工事及び耐震補

強工事、体育館改築工事 

H19～21：校舎増築工事及び耐震補

強工事 

H22～27：校舎増築工事（第 2期）

体育館改築・解体工事 

（Ｈ19～26） (1,328)

Ｈ19～27 

（事業完了） 
1,310 

公立学校等施設修繕

及び整備事業 

市内の公立学校等施設のうち、老朽

化が目立つ施設について、安全性を

重視しながら計画的に施設の修繕

を図るとともに、必要な施設整備を

行う。 

・本宮第ニ中学校グラウンド整備 

事業 

・白沢中学校昇降口屋上防水 

工事等 

（Ｈ21～29） (1,217)

Ｈ21～30 1,300 

公立学校等施設耐震

化事業 

市内の公立学校等施設について耐

震診断の結果に基づく耐震化を図

る。 

・本宮第一中学校耐震化事業 

・第二保育所、第三保育所改築工事

・第四保育所解体工事 

（Ｈ20～31） (2,894)

Ｈ20～32 3,471 
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分 

野 

事  務  事  業 実施期間 

（計画期間） 
上段：第 3次改訂版 

下段：第 4次改訂版 

｛ ｝内は全体計画期間

総事業費 

（予定額） 
上段：第 3次改訂版

下段：第 4次改訂版

｛ ｝内は総事業費

事 業 名 事 業 内 容 

 

【新規】 

高木地区公民館建設

事業 

高木地区公民館建設工事。 

－  － 

Ｈ29～30 405 

その他公共施設関係 

 

複合施設整備事業 

 

（本宮市民元気いき

いき応援プラザ【え

ぽか】） 

県立本宮診療所廃止に伴う代替施

設（複合施設）の建設 

【機能構成】 

健康増進・高齢者多世代交流・ 

子育て支援 

(Ｈ19～21) 

（事業完了） 
(801)

－ － 

白沢総合支所建設事

業 

産業センター跡地を利用した支所

建設 

(Ｈ19～23) 

（事業完了） 
(279)

－ － 

老人憩の家建設事業 老人憩の家老朽化に伴い改築する。

（Ｈ27～28）  (69)

Ｈ28～29   185 

白沢総合支所周辺環

境整備事業 

白沢総合支所移転に伴い、白沢総合

支所・白沢公民館周辺の施設・環

境・道路を整備する。 

（Ｈ23～27） (233)

Ｈ23～28 258

【新規】 

本宮市公営住宅等長

寿命化改修事業 

公営住宅等長寿命化計画で維持改

善住棟として定められた 16 棟を改

修する。 

－ － 

Ｈ27～32 19

【新規】 

公園施設長寿命化計

画事業 

都市公園のストックマネジメント

を行うため計画を策定し、施設の修

繕を行うことで、施設の機能保全と

ライフサイクルコストの縮減を図

る。 

－ － 

Ｈ30 

｛Ｈ30～37｝ 

20

｛170｝
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分 

野 

事  務  事  業 実施期間 

（計画期間） 
上段：第 3次改訂版 

下段：第 4次改訂版 

｛ ｝内は全体計画期間

総事業費 

（予定額） 
上段：第 3次改訂版

下段：第 4次改訂版

｛ ｝内は総事業費

事 業 名 事 業 内 容 

消防施設事業 

 

防災行政無線のデジ

タル化事業 

電波法の改正に伴い、現在使用して

いる行政無線がアナログからデジ

タル化されるための基地局、固定局

並びに移動局の更新と現行の2波か

ら 1波へ統合する。 

（Ｈ22～32） (32)

Ｈ22～32 32 

消防ポンプ車整備事

業 

消防ポンプ自動車並びに小型ポン

プ積載車について、取得後 20 年経

過した車両を更新し有事に備える。

（Ｈ19～32） (269)

Ｈ19～32 

｛Ｈ19～33｝ 

258 

｛276｝

消防屯所建設事業 
老朽化した消防屯所を建て替え、消

防施設の充実を図る。 

（Ｈ23～30） (107)

Ｈ23～32 110 

消防水利確保事業 
消防水利が確保できない地域に、貯

水槽を設置し、有事に備える。 

（H24～32） （126）

H24～30 29 

計画策定事業等 

 

国土利用計画策定事

業 
国土利用計画を策定する。 

（Ｈ23～25）     (3)

Ｈ23～25 

（事業完了） 
    3 

農業振興地域整備計

画策定事業 
農業振興地域整備計画を策定する。

（Ｈ23～26） (8)

Ｈ23～28 7 

都市計画マスタープ

ラン策定事業 

都市計画マスタープランを策定、都

市計画道路の見直し。 

（Ｈ23～26） (20)

Ｈ23～26 

（事業完了） 
17 
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３．財政健全化のための具体的な取り組み内容 

 

本計画を達成するため、具体的目標を定めながら様々な歳入増及び歳出削減対策に

取り組みますが、以下の項目については特に重点的に取り組みます。 

 

（１）歳入の部 

①  税収の確保 

市税は、市の収入の柱となるものであり、自主財源確保の観点からも収納率

の向上が不可欠となっています。そのため、市では市税等滞納整理対策推進本

部を開催しながら、収納率の向上に積極的に取組み、市税収入等の確保に努め

ます。 

 

②  遊休市有財産の処分 

市が所有する遊休財産（土地・建物）のうち将来の利用計画がないものにつ

いては、適正に処分を行います。 

また、利用計画があるものについても、計画実施までの間、一時利用や一時

貸付などの暫定的な有効活用に努めます。 

 

③  その他の収入の確保 

使用料や手数料などの受益者負担については、施設等の利活用促進に配慮し

つつ、経費の節減に努めるとともに、行政サービスの公平性の確保の観点から、

受益とコストのバランス、他自治体や民間との均衡なども考慮しながら適正化

を図ります。 

また、市税の収納率向上と並行し、公平・公正の原則に照らし、収入増を図

ります。 
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（２） 歳出の部 

① 人件費の適正な管理 

職員の給料や各種手当である人件費については、職員数に大きく影響されま

す。 

平成２８年４月１日現在の本宮市の普通会計の職員数は 243 人ですが、類似

団体の職員数 245 人※1と比較すると 2 人の減員となっています。 

本市では、平成２５年度に本宮市定員適正化計画を定め、効率的な行政シス

テムを確立し、事務・事業の整理合理化、人材育成、業務内容・業務量に応じ

た職員の適正配置を進めるとともに、市民、各種団体及び法人との連携、協働

の取り組みを図り職員数の抑制に努めています。  

また、給与については、特別職給料及び議員報酬の減額、管理職給料及び手

当の減額を実施し、削減を図ってきました。 

今後、業務量に応じた柔軟な職員体制へ配慮しながら、人件費の適正な管理

を行います。 

 

≪職員数の推移≫ 

 
 

[単位：人] 

区分   年度 H15 H17 H19 H21 H23 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32

全職員数 321 293 277 263 256 261 264 263 264 265 262 260 260

普通会計 

職 員 数 
287 262 251 238 233 240 242 242 243 244 241 239 239

・ 各年度 4月 1日現在の職員数。 

 

 

 

 

 

 

※1 類似団体の職員数：類似団体とは、人口や産業構造が類似している同規模の自治体。類似団体の指数は、標準

的な財政運営を行っている（実質単年度収支において著しく多額の赤字がない、地方債の

元利償還金が著しく多額でない）市町村を選定し算出している。 

類似団体の職員数は、平成 27年 4月 1日現在の数値である。（平成 28年 3月総務省発表） 

 

条例で定める定員数

332 人

284 人
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② 物件費の削減 

施設の維持管理に伴う諸経費や、消耗品費、委託料、備品購入費といった経

常的な物件費については、行政サービス水準を維持しながらも、長期継続契約

を導入するなどさらなる効率化を図るとともに、事務の進め方についても職員

一人ひとりがコスト意識を持ち、経費縮減に努めます。 

 

③ 事業の見直し 

合併協議において基本計画事業または構想事業に位置づけされた事業、さら

には新規の普通建設事業等については、市民サービスの低下につながらないよ

う配慮し、事業実施の時期や事業内容の見直しを行います。 

 

④ 適正な契約事務の推進 

入札の公平性、透明性、競争性及び公正性を確保し、適正価格での公共調達

を行います。 

 

（３） 特別会計※1の財政健全化 

料金収入などの事業収入により事業を運営するという独立採算の原則に基づき、住

民サービスの維持・向上に留意しながら、経営上の課題を明確にするとともに、各事

業についての経営健全化を図ります。 

また、各事業の経営状況を精査したうえで、一般会計からは必要最小限の繰り出し

に留めるなど、特別会計の自立した経営の確立に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

※1 特 別 会 計：一般会計に対するもので、特定の事業を行う場合や、特定の歳入を特定の歳出に充て、一般会

計とは区分して経理する場合に設置する会計である。工業用地造成事業特別会計や国民健康保

険特別会計、水道事業会計などがこれにあたる。 
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４．改訂後計画実施による財政状況の推移 

 

本市では、平成２０年３月に、「本宮市自主的財政健全化計画」を策定し、その後の財

政状況の変化等を踏まえ実情を考慮し平成２０年１２月（第１次改訂版策定）、平成２２

年１２月（第２次改訂版策定）、平成２６年３月（第３次改訂版策定）と３度の改訂を行っ

てきました。この間、平成２３年度から平成２８年度までは震災・原子力災害や豪雨災害

への対応を余儀なくされることとなり、災害復旧や放射能除染などの対策に係る経費が増

大し、歳入歳出の総額を極端に引き上げています。 

歳入については、災害復旧や放射能除染などの対策に係る財源（震災復興特別交付税、

国県補助金、市債など）が増額推移となっており、市税及び地方交付税※1（普通交付税、

特別交付税）などの一般財源については一定の水準で推移しています。 

歳出については、住宅等除染経費による物件費の増大、並びに放射能除染関連の仮置き

場設置工事や子ども屋外プール及びプリンス・ウィリアムズ・パーク屋外遊び場の整備工

事などによる投資的経費が増大しています。 

 こうした中にあっても、本計画を基本とした事業実施などの財政運営により、財政調整

基金※2について必要額を確保しながら着実に財政の健全化が図られているとともに、従来

の計画事業に加え、新たな事業への取り組みもなされています。 

また、本市の財政指数は、借入金の計画的な償還と、新たな起債の抑制などにより徐々

に改善しています。特に、平成１９年６月に成立した「地方公共団体の財政の健全化に関

する法律」で規定する、「財政健全化団体」及び「財政再生団体」を判断する指標の一つ

でもある「実質公債費比率※3」は、ピーク時には 21.7％でしたが、平成２６年度決算に

おいて 12.8％、平成２７年度決算で 11.1％となり、起債許可団体ライン（18％）を下回

る数値を維持しています。今後も、適正な値を維持できる見込みです。 

本計画においては、これまでの実績を踏まえたうえで推計条件を設定するとともに、平

成２７年度の決算状況や平成２８年度の決算見込みを勘案し、併せて今後の各種事業計画

における事業費や財源を見込んだ上で推計を行いました。 

 

 

 

 

 

 
※1 地 方 交 付 税：地方交付税には、普通交付税と特別交付税があり、いずれも国税を財源として交付される税

金。特別交付税は、その名のとおり災害等特別な事情でかかることになった経費の財源とし

て国から支給されるのに対し、普通交付税は、通常的な自治体の運営に必要な経費を、地方

税等の収入で賄えないときに国から財源保障のために交付される税金。 

※2 財政調整基金：年度間の財源の不均衡を調整するための基金で、長期的視野に立った計画的な財政運営を行

うために、財源に余裕のある年度に積立てを行い、財源不足が生じる年度に活用するための

ものである。また、各年度において決算上剰余金を生じたときは、その 2分の１以上を積み

立てるか繰上償還の財源に充てなければならないことになっている。 

※3 実質公債費比率：平成１８年４月に地方債制度が「許可制度」から「協議制度」に移行したことに伴い導入さ

れた指標。（詳しくは、巻末の用語一覧を参照） 
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（１）歳入の推移 

市税については、東日本大震災の影響からの復元を見込みながらも、地方交付税に

ついては平成２８年度からの合併による特例算定が段階的に終了することから、歳入

全体では減額推計となっております。また、事業の計画的な実施と新たな借入れを必

要最小限かつ有利な地方債の発行に努めることにより財政負担の軽減を図ります。 

 

≪歳入≫                                 ［単位：百万円］ 

項目       年度 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 

市 税 4,459 4,451 4,255 4,066 3,985  3,845 3,904 

地方譲与税 242 233 218 211 206  192 183 

各種交付金 456 445 419 407 402  400 411 

地方交付税 2,498 2,644 2,927 3,125 4,516  4,242 3,963 

分担金及び負担金 171 196 203 158 156  143 143 

使用料及び手数料 144 152 163 152 138  145 143 

国・県支出金 1,308 2,687 2,077 2,246 3,534  4,508 8,728 

財産・寄付金・諸収入 221 277 217 422 427  361 277 

繰 入 金 362 923 2,041 1,063 1,763  1,421 1,481 

繰 越 金 193 199 714 293 426  659 917 

地 方 債 3,694 986 759 946 1,404  984 1,429 

合   計 13,747 13,192 13,992 13,089 16,955  16,899 21,579 

項目       年度 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

市 税 3,940 4,064 3,877 3,885 4,189  4,194 4,198 

地方譲与税 174 182 161 161 161  161 161 

各種交付金 450 685 619 619 619  619 768 

地方交付税 3,876 3,671 3,294 3,086 2,918  2,821 2,559 

分担金及び負担金 117 124 120 120 120  120 161 

使用料及び手数料 145 148 149 167 167  166 166 

国・県支出金 10,991 14,508 25,029 1,933 2,391  1,970 1,833 

財産・寄付金・諸収入 430 264 240 406 286  326 226 

繰 入 金 1,232 1,941 1,662 739 763  842 520 

繰 越 金 892 714 705 0 0  0 0 

地 方 債 1,580 1,243 1,488 752 1,836  1,309 646 

合   計 23,827 27,544 37,345 11,868 13,450  12,527 11,239 

・ 平成１９年度から２７年度は決算額、平成２８年度以降は計画額としています。 

・ 表示単位未満の端数処理の関係で合計が一致しない場合があります。 
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≪歳入の構成比の推移≫ 

 
 

 

≪主な歳入の推移≫ 
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（２）歳出の推移 

歳出の中で人件費については、定員適正化計画を基本としながらも、保育士正職員

の減少や再任用職員の採用予定を見込み、概ね減少傾向で推移します。また、投資的

経費※1については、平成３０年度に計画事業の集中により増額しますが、それ以降は

計画的に事業を実施することで、減額傾向となる見込みです。公債費※2 については、

工業団地分の債務の繰上償還を行うことと、新たな借入を抑制することで大きな変動

はなく推移します。 

≪歳出≫                                 ［単位：百万円］ 

項目       年度 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 

人 件 費 2,308 2,224 2,166 2,123 2,194  2,190 2,119 

物 件 費 1,181 1,137 1,426 1,393 1,835  3,091 6,100 

維持補修費 42 76 85 164 54  108 271

扶 助 費 ※3 812 763 906 1,263 1,350  1,200 1,403 

補 助 費 等 1,708 1,996 2,204 1,825 2,061  1,992 2,024 

公 債 費 1,618 1,528 1,302 1,117 1,098  1,063 1,010 

積 立 金 ※4 208 693 927 979 1,624 940 1,035

投資及び出資金・貸付金 3,262 89 86 83 102 98 88 

繰 出 金 1,118 1,771 2,054 1,907 1,805  1,869 2,008

投資的経費 1,071 1,852 2,191 1,458 3,824  2,831 4,329

合   計 13,328 12,128 13,349 12,314 15,946 15,383 20,387 

項目       年度 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

人 件 費 2,205 2,168 2,284 2,248 2,226  2,197 2,218 

物 件 費 6,775 12,551 23,774 2,051 2,064  2,017 2,058 

維持補修費 98 92 92 91 83  73 73 

扶 助 費 ※3 1,532 1,549 1,713 1,592 1,597  1,601 1,606 

補 助 費 等 1,791 1,732 1,718 1,615 1,581  1,591 1,476 

公 債 費 1,043 965 1,268 1,040 1,083  1,081 1,080 

積 立 金 ※4 2,529 752 406 76 88  88 87 

投資及び出資金・貸付金 84 86 84 81 81  81 81 

繰 出 金 1,861 1,909 1,936 2,018 1,989  1,999 2,018 

投資的経費 4,796 4,565 4,071 1,057 2,659  1,800 543 

合   計 22,713 26,369 37,345 11,868 13,450  12,527 11,239 

・ 平成１９年度から２７年度は決算額、平成２８年度以降は計画額としています。 

・ 表示単位未満の端数処理の関係で合計が一致しない場合があります。 

※1 投資的経費：道路、橋、公園、学校、公営住宅の建設など、社会資本の整備に要する経費のことである。普通

建設事業費、災害復旧事業費から構成されている。 

※2 公 債 費：市町村が借り入れた地方債の元利償還金及び一時借入金利子の合計額をいう。公債費の償還には

地方税や使用料収入等が充当されるが、中には国からの元利補給や地方交付税でその元利金の償

還財源が措置される場合もある。 

※3 扶 助 費：生活保護法、児童福祉法などの法令に基づいた生活保護費や児童手当などの支給や、法令外で支

給する給付金など。 

※4 積 立 金：計画的に財政を運営するため、または、財源的に余裕がある場合に積み立てるものをいい、積み

立てたものは基金として管理される。 
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≪歳出の構成比の推移≫ 

 
 

 

≪主な歳出の推移≫ 
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（３）形式収支※1の推移 

税収や地方交付税の減に加え、大型建設事業の実施や各特別会計への繰出しによる

財政需要が大きいため、平成２８年度以降、財政調整基金を取り崩しての財政運営と

なることが見込まれ、形式収支は概ね０で推移します。 

しかし、これまでの各年度の決算状況を踏まえると、後年の形式収支は黒字となる

ことが推測されます。 
 

≪歳入・歳出の推移≫ 

 
 

［単位：百万円］ 

区分      年度 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 

歳 入 13,747 13,192 13,992 13,089 16,955 16,899 21,579

歳 出 13,328 12,128 13,349 12,314 15,946 15,383 20,387

形 式 収 支 419 1,064 643 776 1,009 1,517 1,192 

区分      年度 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

歳 入 23,827 27,544 37,345 11,868 13,450 12,527 11,239

歳 出 22,713 26,369 37,345 11,868 13,450 12,527 11,239

形 式 収 支 1,114 1,175 0 0 0  0 0 

・ 平成１９年度から２７年度は決算額、平成２８年度以降は計画額としています。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 形 式 収 支：決算において、歳入総額から歳出総額を単純に差引いた額。 
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≪形式収支の推移≫ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当初計画 第１次改定計画 第２次改定計画 
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（４）推計の試算条件 

本計画においては、詳細な計画額を組み入れる際に、その項目によっては推計によ

らなければ算出できないものもあることから、次頁の歳入歳出の項目については、そ

の推計の試算条件を設定して推計しています。 

平成１９年度から２７年度は決算額とし、平成２８年度は決算見込み額を基準とし

ています。また、その際に用いた人口の推計は次のとおりです。 

 

≪人口の推計≫ 

 
 

                                    ［単位：人］ 

区分     年度 H19(実績) H20(実績) H21(実績) H22(実績) H23(実績) H24(実績) H25(実績)

総 人 口 31,833 31,804 31,856 31,686 31,437  31,062 30,913 

 年 少 人 口 4,891 4,837 4,796 4,714 4,565  4,388 4,280 

生 産 年 齢 人 口 19,979 19,928 19,947 19,879 19,842  19,486 19,272 

老 年 人 口 6,963 7,039 7,113 7,093 7,030  7,188 7,361 

2 0 ～ 6 4 歳 人 口 18,120 18,156 18,141 18,101 18,075  17,782 17,576 

区分     年度 H26（実績） H27（実績） H28 H29 H30 H31 H32 

総 人 口 30,673 30,815 30,983 31,151 31,319 31,487 31,654 

 年 少 人 口 4,186 4,177 4,184 4,191 4,198  4,205 4,210 

生 産 年 齢 人 口 18,952 18,922 18,907 18,892 18,877  18,862 18,847 

老 年 人 口 7,535 7,716 7,892 8,068 8,244  8,420 8,597 

2 0 ～ 6 4 歳 人 口 17,301 17,328 17,328 17,328 17,328  17,328 17,328 

・ 人口推計は、平成 27年 10 月 1日の住基人口（外国人住民を含む）を基準に、コーホート要因法を用いた人

口ビジョンの推計方法との整合性を図ったうえで、数値を算出しました。 

・ 年少人口：0～14歳の年少人口、生産年齢人口：15～64 歳、老年人口：65歳以上 

・ 予測結果については、端数処理のため合計が合わない場合があります。 

 

 

 



－24－ 

・歳入推計の試算条件   

項     目 内     容 

市税 市民税 ・過去 5 年間の経済成長率を考慮し推計しています。 

・個人市民税には、人口推計による生産年齢人口の推移を反映させて

推計しています。 

固定資産税 ・土地分は、平成 28年度決算見込額を基準としています。 

・家屋および償却資産分は、過去 5 年間の経済成長率を考慮し推計し

ています。 

その他の税 ・平成 28年度決算見込額を基準としています。 

地方交付税 普通交付税 ・平成 28 年度の合併算定替えによる算出額を基準に、一本算定への

段階的な減額も見込み、ルール算定が可能な部分はルール算定と

し、それ以外の部分は、毎年対前年 0.3％の減額を見込んでいます。

特別交付税 ・平成 28年度決算見込額を基準とし、毎年対前年 2％の減額を見込ん

でいます。 

地方譲与税 

各種交付金 

分担金及び負担金 

使用料及び手数料 

その他の歳入 

・平成 28年度決算見込額を基準としています。 

・地方消費税交付金及び自動車取得税交付金は、平成 31年 10 月から

の消費税率改定の影響を見込んでいます。 

・使用料では、復興公営住宅や本宮市定住促進住宅の家賃収入を見込

んでいます。 

国・県支出金 ・児童福祉費負担金は、人口推計による年少人口の推移を反映させて

見込んでいます。 

・復興公営住宅の家賃低廉・低減事業補助金として、段階的な減額も

踏まえて交付予定額を見込んでいます。 

・普通建設事業の計画事業分は、その予定額を見込んでいます。 

・上記以外のものは、平成 28 年度決算見込額を基準としています。 

繰入金 ・特定目的基金の繰入金は、これを財源とする事業の実施年度に繰入

金として見込んでいます。 

・歳入歳出の収支推計において財源不足となった場合には、財政調整

基金の繰入を見込んでいます。 

繰越金 ・各年度において決算上剰余金を生じたときは、その 2 分の１以上を

積み立てるか繰上償還の財源に充てなければならないことになっ

ており、その残額を翌年度へ繰越します。 

地方債 ・臨時財政対策債は、平成 28 年度の借入予定額を基準に、平成 32年

度まで前年対比 0.3％の減額を見込んでいます。 

・通常の地方債は、各年度においての計画事業の起債予定額を見込ん

でいます。 
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・歳出推計の試算条件   

項     目 内     容 

人件費 ・職員にかかる分は、保育士正職員の減少を見込み推計しています。

・再任用職員数についても採用予定人数を見込んでいます。 

・その他の委員分は、平成 28 年度決算見込額を基準としています。 

物件費 

 

・平成 28 年度決算見込額を基準とし、平成 29 年度以降に予定される

増減額について見込んでいます。 

・震災関連施設等の維持管理経費を見込んでいます。 

・保育士臨時職員数の増加を見込み、賃金を推計しています。 

維持補修費 

補助費等 

・平成 28 年度決算見込額を基準とし、平成 29 年度以降に予定される

増減額について見込んでいます。 

扶助費 ・人口推計による年齢 3 区分（年少 0～14歳、生産 15～64 歳、老年 65

歳以上）別人口の推移を反映し見込んでいます。 

公債費 ・既発行分は、各年度の償還予定額を見込んでいます。 

・平成 28年度以降は、各年度の計画事業の起債分の償還予定額を推計

し見込んでいます。 

積立金 ・計画事業に関する積立金は、その予定額を見込んでいます。 

・財政調整基金は、地方財政法に基づく歳計上剰余金の編入の方法に

よることとし、歳出の積立金としては見込まないものとします。 

繰出金 ・特別会計への繰出金は、それぞれの収支計画により推計した額を見

込んでいます。 

普通建設事業費 ・現時点での計画事業の予定額を見込んでいます。 

その他の歳出 ・平成 28年度決算見込額を基準としています。 
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（５）標準財政規模と財政力指数の推移 

地方交付税の減額に伴い標準財政規模※1も減少が見込まれます。一方、財政力指数

※2については、一定の水準を維持することが見込まれます。 

 

≪標準財政規模と財政力指数の推移≫ 

 
 
 

[標準財政規模単位：百万円] 

区分    年度 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 

標準財政規模 7,760 7,829 7,981 8,229 8,209 8,016 8,060 8,001 8,144 8,046 

財 政 力 指 数 0.667 0.685 0.685 0.655 0.623 0.604 0.606  0.613 0.631 0.630 

区分    年度 H29 H30 H31 H32 

標準財政規模 8,042 7,999 7,931 7,832 

財 政 力 指 数 0.628 0.623 0.626 0.641 

・ 平成１９年度から２７年度は決算額、平成２８年度以降は計画額としています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 標準財政規模：地方自治体の一般財源の標準的大きさを示す指標。 

※2 財政力指数：普通交付税の算出の際に計算される指標で「1」に近いほど自主財源が多いといえる。 
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（６）地方債（市債）及び債務負担行為残高の推移 

本市の借入金については、より有利な起債を活用したり、新規の借入を抑制するこ

とで、計画的な償還を行っていくことで徐々に減少します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 [単位：百万円] 

区 分            年 度 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 

普 通 会 計 15,358 14,719 14,110 13,874 14,129 14,043 14,448 

 （うち臨時財政対策債※1） (3,169) (3,408) (3,823) (4,563) (5,097) (5,622) (6,048)

公共下水道・農業集落排水事業特別会計 6,307 6,082 5,881 5,705 5,519 5,295 5,086 

工業用地造成事業特別会計 9,346 8,726 8,106 7,183 6,440 5,698 4,954 

水道事業会計 4,323 4,131 3,849 3,667 3,623 3,497 3,330 

合    計 35,333 33,657 31,945 30,429 29,711 28,533 27,818 

区 分            年 度 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

普 通 会 計 15,046 15,393 15,687 15,467 16,284 16,577 16,214 

 （うち臨時財政対策債） (6,378) (6,565) (6,639) (6,670) (6,662) (6,619) (6,545)

公共下水道・農業集落排水事業特別会計 4,873 4,867 4,711 4,487 4,254 4,067 3,824 

工業用地造成事業特別会計 4,210 3,617 3,024 2,431 1,838 1,244 651 

水道事業会計 3,229 3,106 2,970 2,932 2,873 2,815 2,739 

合    計 27,357 26,984 26,392 25,317 25,249 24,703 23,428 

・ 平成１９年度から２７年度は決算額、平成２８年度以降は計画額としています。 

・ 上記表の金額は、地方債においては元金、債務負担行為においては元利金となっています。 

・ 表示単位未満の端数処理の関係で合計が一致しない場合があります。 

 

※1 臨時財政対策債：国が策定する地方財政計画の財源不足に対応するため借り入れできる特別な地方債で、普通交

付税の肩代わりとしての性格を持つものである。 

 

≪地方債・債務負担行為残高の推移（会計別）≫ 
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≪地方債・債務負担行為残高の推移（全会計合計）≫  
 

 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

第３次改定計画 第２次改定計画 第１次改定計画 当初計画 
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（７）積立金（基金）残高の推移 

税収や地方交付税の減に加え、大型建設事業実施や各特別会計への繰出しによる財

政需要が大きいため、平成２８年度以降財政調整基金を取り崩しての財政運営となる

ことが見込まれます。 その結果、財政調整基金の残高は減額していきますが、平成

３２年度末の時点で約４億５千万円の残高が見込まれます。 

また、その他の基金について平成２６年度から平成２７年度にかけて増額している

のは、復興公営住宅建設のための国庫補助金を一時的に積み立てていたためです。事

業実施のために取り崩して繰入れする基金もありますが、後年度の支出に備えた減債

基金※1等への積み立てを行うことにより、平成３２年度末の時点で約７億８千万円の

残高となる見込みです。 
なお、今後の財政状況を踏まえ、適宜、減債基金を財源とした繰り上げ償還を行う

ことにより債務の低減を図ります。 

 

≪積立金残高の推移≫ 

 
 

                          
[単位：百万円] 

区分    年度 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 

財政調整基金 1,377 1,573 1,530 1,640 1,751 1,926 1,773 1,734 1,783 1,733 

そ の 他 基 金 746 915 503 900 1,195 1,264 1,492 3,406 2,861 1,852 

合   計 2,123 2,488 2,033 2,540 2,946 3,190 3,265 5,140 4,644 3,585

区分    年度 H29 H30 H31 H32 

財政調整基金 1,402 1,148 801 451 

そ の 他 基 金 1,354 1,046 753 783 

合   計 2,756 2,194 1,554 1,234

・ 平成１９年度から２７年度は決算額、平成２８年度以降は計画額としています。 

 

 

 

 

※1 減債基金：債務の償還財源を確保し、財政の健全な運営に資するための資金を積み立てる目的で設置する基金

のこと。 
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（８）公債費比率※1、実質公債費比率※2の推移 

新たな起債を最小限に留め、借入金の計画的な償還を行っていくことで各指標の比

率が下がり、財政の健全化に向かいます。 

≪公債費比率の推移≫ 

 
≪実質公債費比率の推移≫ 

 
 

区分    年度 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 

公 債 費 比 率 10.1% 11.5% 9.6% 8.3% 8.0% 7.7% 6.7% 6.6% 5.5% 4.8%

実質公債費比率 21.5% 21.7% 20.0% 18.3% 16.1% 14.8% 14.0% 12.8% 11.1% 9.5%

区分    年度 H29 H30 H31 H32 

公 債 費 比 率 4.7% 5.0% 4.9% 5.2%

実質公債費比率 8.4% 7.9% 7.7% 7.4%

・ 平成１９年度から２７年度は決算における数値、平成２８年度以降は計画値としています。 

 

※1 公 債 費 比 率：市町村における公債費の財政負担の度合いを判断する指標の一つで地方債元利償還金（普通

交付税において災害復旧費等として基準財政需要額に算入された部分を除く）に充当された

一般財源の、標準財政規模に対する割合をいう。 

※2 実質公債費比率：平成１８年４月に地方債制度が「許可制度」から「協議制度」に移行したことに伴い導入さ

れた指標。（詳しくは、巻末の用語一覧を参照） 

当初計画 第１次改定計画 第２次改定計画 

当初計画 第１次改定計画 第２次改定計画 

公債費比率 
適正ライン 

実質公債費比率 

起債許可団体ライン 

第３次改定計画 

第３次改定計画 

18.0% 
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（９）市民一人あたりの換算額の推移 

健全化計画による推計値と今回実施した人口推計による総人口を用いて、市民一人

あたりの換算額の推移を下記のとおり試算しました。 

 

≪市民一人あたりの主な歳入の推移≫ 

 
 

 
  [単位：千円] 

区 分    年 度 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 

市   税 140 140 134 128 127  124 126 

地方交付税 78 83 92 99 144  137 128 

区 分    年 度 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

市   税 128 132 125 125 134  133 133 

地方交付税 126 119 106 99 93  90 81 

・ 平成１９年度から２７年度は決算額、平成２８年度以降は計画額としています。 
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≪市民一人あたりの主な歳出の推移≫ 

 
 

    

[単位：千円] 

区 分    年 度 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 

人 件 費 73 70 68 67 70  71 69 

扶 助 費 26 24 28 40 43  39 45 

公 債 費 51 48 41 35 35  34 33 

投資的経費 34 58 69 46 122  91 140 

区 分    年 度 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

人 件 費 72 70 74 72 71  70 70 

扶 助 費 50 50 55 51 51  51 51 

公 債 費 34 31 41 33 35  34 34 

投資的経費 156 148 131 34 85  57 17 

・ 平成１９年度から２７年度は決算額、平成２８年度以降は計画額としています。 
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≪市民一人あたりの借入金残高の推移≫ 

 
 

 [単位：千円] 

区 分     年 度 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 

借入金残高 1,110 1,058 1,003 960 945  919 900 

区 分     年 度 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

借入金残高 892 876 852 813 806  785 740 

・ 平成１９年度から２７年度は決算額、平成２８年度以降は計画額としています。 
 

 

≪市民一人あたりの積立金（基金）残高の推移≫ 

 
 

[単位：千円] 

区 分     年 度 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 

積立金（基金）残高 67 78 64 80 94  103 106 

区 分     年 度 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 

積立金（基金）残高 168 151 116 88 70  49 39 

・ 平成１９年度から２７年度は決算額、平成２８年度以降は計画額としています。 

 

当初計画 第１次改定計画 第２次改定計画 

当初計画 第１次改定計画 第２次改定計画 

第３次改定計画 

第３次改定計画 
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（10） 財政健全化法における４指標の見通し 

平成１９年６月に成立した「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」では、「財政健

全化団体」及び「財政再生団体」を判断する４つの指標が示され、本宮市では平成１９年

度から平成２７年度の各年度の決算において、いずれの指標も基準を下回りました。 

本計画を着実に実行することにより、今後も基準を超えないものと推定されます。 

 

実 質 赤 字 比 率（要健全化団体基準値：11.25～15％以上） 

毎年度の収入に占める普通会計赤字の割合を示す指標で、毎年度の決算に基づき比率

が算出され、基準値についても財政規模に応じ毎年度算出されます。本宮市においては

平成１９年度から平成２７年度の各年度の決算において該当しませんでした。平成２８

年度以降においても赤字にならないと見込まれるため、比率としては算出されません

（該当しません）。 

 

連結実質赤字比率（要健全化団体基準値：16.25～20％以上） 

毎年度の収入に占める全会計の赤字総額の割合を示す指標で、毎年度の決算に基づき

比率が算出され、基準値についても財政規模に応じ毎年度算出されます。本宮市におい

ては平成１９年度から平成２７年度の各年度の決算において該当しませんでした。平成

２８年度以降においても赤字にならないと見込まれるため、比率としては算出されませ

ん（該当しません）。 

 

実 質 公 債 費 比 率（要健全化団体基準値：25％以上 適正値：18％未満） 

毎年度の収入などに占める公債費の割合を示す指標で、平成２７年度の決算において

は 11.1％であり、財政健全化計画の策定が義務付けられる財政健全化団体には該当しま

せんでした。この値は適正値であり、平成２８年度以降も適正値を維持できる見込みで

す。 

 

将 来 負 担 比 率（要健全化団体基準値：350％以上） 

毎年度の収入などに占める自治体が将来負担する可能性のある債務の割合を示す指

標であり、平成２７年度の決算においては 106.0％であり、財政健全化団体には該当し

ておらず、将来的にも該当しない見込みです。 

≪財政健全化法における４指標の見通し≫ 

 

    年 度 

区 分 

H19 

決算

H20 

決算

H21 

決算

H22 

決算

H23 

決算

H24 

決算

H25 

決算

H26 

決算

H27 

決算 
H28 以降 

実質赤字比率 該当なし 
要健全化団体には 

該当しない見込み 

連結実質赤字比率 該当なし 
要健全化団体には 

該当しない見込み 

実質公債費比率（％） 21.5 21.7 20.0 18.3 16.1 14.8 14.0 12.8 11.1 
適正値（18％未満）

を維持できる見込み

将来負担比率（％） 240.0 225.1 211.4 187.9 166.2 154.3 134.5 132.1 106.0
要健全化団体には 

該当しない見込み 
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【用語一覧】  

 

【あ】  

維持補修費 道路、公共施設などを管理(維持修繕)するために必要な経費。 

一般会計 

市町村の会計の中心をなす会計で、行政運営の基本的な経費全般を計上する

会計である。本来会計は単一で経理をするのが理想的だが、行政活動は広範で

多岐にわたるため、特定の目的については、必要に応じて特別会計を設置し、

経理を明確にしている。 

一般財源 
市町村税や地方交付税のように、財源として使途が特定されず、どのような

経費にも使用できるものをいう。 

【か】  

基準財政需要額 
普通交付税の算定に用いる数値で、各市町村が合理的かつ妥当な水準におけ

る行政を行う場合の財政的な需要額を算定したものをいう。 

義務的経費 法令やその性質により、支出が義務付けられている人件費、扶助費、公債費。

繰入金・繰出金 

一般会計、特別会計および基金の間で、相互に資金運用をするものである。

他の会計からその会計に資金が移される場合を「繰入」、その会計から他の会

計へ資金を移す場合を「繰出」という。 

繰替運用 一時借入金及び地方債の方法により基金を運用すること。 

繰越金 決算上の剰余金で翌年度の歳入に編入された金額をいう。 

形式収支 
決算において、歳入総額から歳出総額を単純に差引いた額。 

【決算収支＝歳入-歳出】 

減債基金 
債務の償還財源を確保し、財政の健全な運営に資するための資金を積み立て

る目的で設置する基金のこと。 

公債費 

市町村が借り入れた地方債の元利償還金及び一時借入金利子の合算額をい

う。公債費の償還には地方税や使用料収入等が充当されるが、中には国からの

元利補給や地方交付税でその元利金の償還財源が措置される場合もある。 

公債費比率 

市町村における公債費の財政負担の度合いを判断する指標の一つで、地方債

元利償還金（普通交付税において災害復旧費等として基準財政需要額に算入さ

れた部分を除く）に充当された一般財源の、標準財政規模に対する割合をいう。

国庫支出金・県支出金
特定の事業等を行うために国や県から交付される補助金、交付金のことい

う。 

【さ】  

財政調整基金 

年度間の財源の不均衡を調整するための基金で、長期的視野に立った計画的

な財政運営を行うために、財源に余裕のある年度に積立てを行い、財源不足が

生じる年度に活用するためのものである。また、各年度において決算上剰余金

を生じたときは、その 2分の１以上を積み立てるか繰上償還の財源に充てなけ

ればならないことになっている。 

財政力指数 
普通交付税の算出の際に計算される指標で「1」に近いほど自主財源が多い

といえる。 
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債務負担行為 

履行された債務について、その翌年度以降に支出を行う行為で、単年度予算

の原則の例外のひとつ。また、債務負担行為は、事業、期間、限度額について

予算の内容のひとつとして定める必要がある。 

実質赤字比率 

財政健全化法及び同法施行令に規定されている毎年度の収入に占める一般

会計赤字の割合を示す指標。早期健全化基準が 11.25～15％以上（財政規模に

応じて算出）、財政再生基準が 20％以上となっている。 

実質収支 
歳入歳出差引額から翌年度に繰り越す必要のある財源を控除した純剰余金。

【実質収支＝（歳入-歳出）-翌年度へ繰り越すべき財源】 

実質単年度収支 

単年度収支（当該年度のみの実質的な収入と支出との差額）に当該年度に措

置された黒字要素（財政調整基金積立額、地方債繰上償還額）、赤字要素（財

政調整基金取崩額）を加味したもの。 

【実質単年度収支＝単年度収支+財政調整基金積立額＋地方債繰上償還額 

-財政調整基金取崩額】 

実質公債費比率 

地方税、普通交付税のように使途が特定されておらず、毎年度経常的に収入

される財源のうち、公債費や公営企業債に対する繰出金などの公債費に準ずる

ものを含めた実質的な公債費相当額（普通交付税が措置されるものを除く）に

充当されたものの占める割合の前 3年度の平均値。地方債協議制度の下で、18％

以上の団体は、地方債の発行に際し許可が必要となる。さらに、25％以上の団

体は、地域活性化事業等の単独事業に係る地方債が制限され、35％以上の団体

は、これらに加えて一部の一般公共事業債等についても制限されることにな

る。 

また、新財政健全化法に基づく判断基準指標の一つでもあり、25％以上とな

ると財政健全化団体、35％以上で財政再生団体と位置づけられ、それぞれ財政

健全化、財政再生に向けた計画の策定が義務付けられる。 

将来負担比率 
毎年度の収入などに占める自治体が将来負担する可能性のある債務の割合

を示す指標。市町村の場合、350％であれば早期健全化団体とされる。 

人件費 市町村長や職員の給与、議員の報酬などの経費である。 

【た】  

単年度収支 

 当該年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた額で、その団体の当

該年度のみの実質的な収入と支出の差額（前年度までの収支の累積を考慮しな

いもの）を表すもの。 

 【単年度収支＝当該年度実質収支-前年度実質収支】 

地方交付税 

地方交付税には、普通交付税と特別交付税があり、いずれも国税を財源とし

て交付される税金。特別交付税は、その名のとおり災害等特別な事情でかかる

ことになった経費の財源として国から支給されるのに対し、普通交付税は、通

常的な自治体の運営に必要な経費を、地方税等の収入で賄えないときに国から

財源保障のために交付される税金。 

地方債 

市町村が行う長期の借入金で、政府や地方公共団体金融機構、または銀行な

ど民間資金から借入を行い、生活関連施設の整備や都市基盤、教育・文化施設

の建設のための財源とされる。 

地方譲与税 
国税として徴収したものを、国が一定の基準により、市町村に対して譲与す

るものである。地方道路譲与税、自動車重量譲与税などがある。 
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地方税（市町村税） 

租税のうち、市町村が課税権の主体であるもので、地方税法の定めるところ

によって税を課税・徴収することができる。（市町村民税[個人・法人]、固定

資産税、たばこ税等） 

積立金 
計画的に財政を運営するため、または、財源的に余裕がある場合に積み立て

るものをいい、積み立てたものは基金として管理される。 

投資及び出資金・貸付

金 

財産を有利に運用するための国債などの取得や、公益上の必要性による会社

の株式の取得などに要する経費である。 

このほか、財団法人設立の際の出捐金や、開発公社などへの出資も該当する。

投資的経費 
道路、橋、公園、学校、公営住宅の建設など、社会資本の整備に要する経費

のことである。普通建設事業費、災害復旧事業費から構成されている。 

特別会計 

一般会計に対するもので、特定の事業を行う場合や、特定の歳入を特定の歳

出に充て、一般会計とは区分して経理する場合に設置する会計である。工業用

地造成事業特別会計や国民健康保険特別会計、水道事業会計などがこれにあた

る。 

【は】  

標準財政規模 

地方自治体の一般財源の標準的大きさを示す指標。 

【市町村の場合：標準財政規模＝「基準財政収入額」-「譲与税等」×100/75 

+「譲与税等」+「普通交付税」】 

扶助費 
生活保護法、児童福祉法などの法令に基づいた生活保護費や児童手当などの

支給や、法令外で支給する給付金などで、性質別分類では義務的経費に属する。

普通会計 
一定の基準で会計を区分しなおしたものを普通会計という。自治体によって

異なるが主に一般会計が含まれる。 

普通建設事業費 

道路、橋りょうなどの公共土木施設や、学校、文化施設などの公共施設など

の新設や改良に要する経費で、投資的な事業費をいう。また、そのうちで国の

補助・負担金を受けて行う事業を補助事業といい、それ以外を単独という。 

物件費 
市町村の経費のうち、消費的性質をもつ経費のことである。賃金、旅費、交

際費、需用費などがこれにあたる。 

補助費等 

市町村から民間などに対して、行政上の目的により交付される現金的給付に

係る経費である。主なものとして、住民団体等への補助金、講師謝金等の報償

費、保険料等の役務費などが該当する。 

【ら】  

類似団体 

人口や産業構造が類似している同規模の自治体。類似団体の指数は、標準的

な財政運営を行っている（実質単年度収支において著しく多額の赤字がない、

地方債の元利償還金が著しく多額でない）市町村を選定し算出している。 

臨時財政対策債 
国が策定する地方財政計画の財源不足に対応するため借り入れできる特別

な地方債で、普通交付税の肩代わりとしての性格を持つものである。 

連結実質赤字比率 

財政健全化法及び同法施行令に規定されている毎年度の収入に占める全会

計の赤字総額の割合を示す指標。早期健全化基準が 16.25～20％以上（財政規

模に応じて算出）、財政再生基準が 30％以上となっている。 


